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<参考>

１．国際勧告等との関連

 本標準と関連する国際勧告はない。

 ただし、将来関連する国際勧告等が制定された際には本標準の見直しを行う。

　<補足>
本標準はＰＢＸ間においてＰＨＳ等の異速度ディジタル網との非制限ディジタル通信サービスを実現す

る際に必要な規定を定めている。関連する国際標準検討機関であるＩＳＯ／ＩＥＣ　ＪＴＣ１では我が国

の標準化要望を採用する予定が当面ないことから国内独自の標準化を行う。

　注：ＰＨＳとは電波産業会（ＡＲＩＢ）が制定する「第二世代コードレス電話システムの無線区間インタ

フェース（ＳＴＤ－２８）」を用いる第二世代コードレス電話システムのことを指す。

２．上記国際勧告等に対する追加項目等

 なし。
 
３．改版の履歴

版　数 発　行　日 改　版　内　容

第１版 １９９７年１１月２６日 制定

第２版 １９９８年  ４月２８日 64kbit/s 通信に関する追加規定

（詳細は下表参照）

第３版 １９９９年１１月２５日 速度整合に関するＪＴ－Ｑ９３１の修正を

反映（詳細は次ページの表参照）

第２版変更箇所 変 更 内 容                   変更理由

１章 第 1 行目に「および 64kbit/s」を追加。

最終行の「64kbit/s の非制限ディジタルモード通信については

将来検討とする。」を削除。

Ａ

２章 図に標題を追加。

（図１／ＪＪ－２０．７０　参照構成）

Ｅ

３．１節 第 1 行目に「32kbit/s の非制限ディジタルモード通信を行う場

合の」を追加。続いて 1 文を追加。

Ａ

４．１節 第 1 行目に「32kbit/s の非制限ディジタルモード通信を行う場

合の」を追加。続いて 1 文を追加。

Ａ

４．２節 第 1 行目に「32kbit/s の非制限ディジタルモード通信を行う場

合は」を追加。

末尾に注を追加。

Ａ

付属資料Ａ 資料名の後に「（参考）」を付記。 Ｅ

Ａ．３節 非制限ディジタル 64kbit/s のケースとして節を追加。 Ａ

付属資料Ｂ 資料名の後に「（規定）」を付記。 Ｅ

Ｂ．２節 非制限ディジタル 64kbit/s のケースとして節を追加。 Ａ

資料名の後に「（参考）」を付記。 Ｅ付属資料Ｃ

第 1 行目に「32kbit/s の非制限ディジタルモード通信を行う場

合の」を追加。続いて 1 文を追加。

Ａ

Ｃ．１節 図に標題を追加。（付図Ｃ－１／ＪＪ－２０．７０　

ＪＴ－Ｉ４６０の速度整合のケース）

Ｅ

Ｃ．２節 図に標題を追加。（付図Ｃ－２／ＪＪ－２０．７０　

ＪＴ－Ｖ１１０のケース）

Ｅ
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第３版変更箇所 変 更 内 容                    変更理由 
３．１節 表１のオクテット５に「/JT-I460」を追加。表下の注を削除。 Ａ 
４．２．２節 第２、５、６行目の「X.30」の後に「/JT-I460」を追加。 Ａ 
Ａ．１節 付表Ａ－１－１ オクテット 5 の「X.30」の後に「/JT-I460」

を追加。 
Ａ 

Ａ．２節 付表Ａ－２－２ オクテット 5 の「X.30」の後に「/JT-I460」
を追加。 

Ａ 

Ｃ．１節 付図Ｃ－１ オクテット 5 の「X.30」の後に「/JT-I460」を追

加。 
Ａ 

Ｃ．２節 付図Ｃ－２ オクテット 5 の「X.30」の後に「/JT-I460」を追

加。 
Ａ 

 
 
 
４．工業所有権   
 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧にな

れます。 
 

５．その他 
 

(1)参照している勧告、標準等 
 
ＴＴＣ標準：  ＪＳ－１１５７２，ＪＴ－Ｑ９３１－ａ，ＪＴ－Ｉ４６０， 

ＪＴ－Ｑ９３１，ＪＴ－Ｑ９３１－ｂ 
 
ＡＲＩＢ標準規格： ＲＣＲ．ＳＴＤ－２８ 
 
 
(2)他の国内標準との関連 
 
標準化の趣旨により関連する公衆網関連ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１，ＪＴ－Ｑ９３１－ｂおよびＡＲＩＢ標

準ＲＣＲ．ＳＴＤ－２８の規定内容との整合を考慮している。 
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１．概要
 

本標準は私設総合サービス網交換機（ＰＩＮＸ）相互間で異速度ディジタル網との 32kbit/s および 64kbit/

s の非制限ディジタルモード通信を行う際に必要な条件を規定する｡

対向するＰＩＮＸ間のレイヤ３プロトコルはＰＢＸ間ディジタルインタフェースに関するＴＴＣ標準ＪＳ

－１１５７２またはＪＴ－Ｑ９３１－ａを使用する｡

２．参照構成
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 Ｓ／Ｔ参照点(1)の規定はＪＴ－Ｑ９３１及び補遺に従う｡

 Ｓ／Ｔ参照点(2)の規定はＪＴ－Ｑ９３１－ｂに従う｡

 Ｕｍ参照点の規定はＡＲＩＢ標準ＲＣＲ．ＳＴＤ－２８に従う。

 本標準はＱ参照点の規定を行う｡

図１／ＪＪ－２０．７０　参照構成

ＰＩＮＸ

Ｕｍ参照点

(規定対象外)
Ｓ／Ｔ参照点(2)
(規定対象外)

Ｓ／Ｔ参照点(1)
(規定対象外)

Ｑ参照点

ＰＩＮＸ

ﾃﾞｰﾀ端末

自営ＣＳ 自営ＣＳ

公衆ＣＳ ﾃﾞｰﾀ端末

ﾃﾞｰﾀ端末

ﾃﾞｰﾀ端末

ﾃﾞｰﾀ端末

公衆ＩＳＤＮ網

ﾃﾞｰﾀ端末
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３．　情報要素のコーディング条件

本章はＱ点におけるコーディング条件を規定する。

「呼設定」メッセージの伝達能力情報要素および低位レイヤ整合性情報要素(オプションで含まれうる)を

以下に示すように設定する。その他の情報要素および情報要素フィールドのコーディング条件はベースとな

るレイヤ３プロトコルの規定内容を適用する。

 付属資料Ａにコーディング例を示す。

　

３．１　伝達能力情報要素

32kbit/s の非制限ディジタルモード通信を行う場合のコーディング条件を表１／ＪＪ－２０．７０ に示す｡

64kbit/s の非制限ディジタルモード通信を行う場合、伝達能力情報要素のユーザ情報レイヤ１プロトコル

（オクテット５）以下は常に省略される。

表１／ＪＪ－２０．７０　伝達能力情報要素のコーディング

 

ユーザ情報レイヤ１プロトコル（オクテット５）(注 1)

ビット　　５４３２１

　　　　　００００１　　　　　　　　ＴＴＣ標準速度整合(JT-V110/JT-X30/JT-I460)

ユーザ速度（オクテット５a）（注１）

ビット　　５４３２１

　　　　　０１１００　　　　　　　　32kbit/s 標準 JT-I460

　　　　　その他　　　　　　　　　　予約

注１：ＪＴ－Ｉ４６０の速度整合による通信の場合のみ存在する。

　　　ＪＴ－Ｖ１１０方式の通信の場合は含まれない｡

　



－ 3 － JJ－２０．７０

３．２　低位レイヤ整合性情報要素

コーディング条件を表２／ＪＪ－２０．７０ に示す。

表２／ＪＪ－２０．７０　低位レイヤ整合性情報要素のコーディング

 

情報転送速度（オクテット４）（注 1）

ビット　　５４３２１

        　１００００                64kbit/s

注１：本情報要素が含まれる場合はこのようにコーディングする必要がある｡

注２：上記以外の情報フィールドの内容を ＰＩＮＸは透過転送する。
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４． インタワーク時の動作

ＰＩＮＸに自営ＣＳを収容する場合、異速度ディジタル網（32kbit/s）のインタフェース規定点であるＵｍ

点と私設ＩＳＤＮ網（64kbit/s）のインタフェース規定点であるＱ点とのインタワーク時に必要となるイン

チャネル情報および信号情報要素の変換は自営ＣＳまたはＰＩＮＸによって実現される。
 

自営ＣＳがインタワーク機能を有する（ＡＲＩＢ標準ＲＣＲ．ＳＴＤ－２８付属資料ＡＨの規定を満たす）

場合、ＰＩＮＸは「ＩＳＤＮに準拠した網」として動作する。

一方、自営ＣＳがインタワーク機能を持たないか一部しか持たない場合、不足する機能をＰＩＮＸで実現す

る必要がある。

本章ではＰＩＮＸが全てのインタワーク機能を実現する場合の規定を示す。

　（注） Ｕｍ点とＳ／Ｔ参照点(1) 間のインタワーク機能は本標準の規定対象外であるが、考え方はＱ点の場

合と同一である。
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４．１　インチャネル情報の速度整合方法

32kbit/s の 非制限ディジタルモード通信を行う場合の速度整合則はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｉ４６０　１．１節

の 32kbit/s の速度に関する規定を適用する｡ 64kbit/s の非制限ディジタルモード通信を行う場合はＴＴＣ標準

ＪＴ－Ｉ４６０　２．１節の 32kbit/s の速度に関する規定を適用する｡付属資料Ｂに速度整合方法を示す。

４．２　ＰＩＮＸにおける情報要素の変換処理

　32kbit/s の非制限ディジタルモード通信を行う場合はインタワークのためにＰＩＮＸにおいて以下の変換処

理を行う必要がある。

変換処理の概要を付属資料Ｃに示す。

 注：64kbit/sの非制限ディジタルモード通信を行う場合は情報要素の変換処理が不要であるため以下の規定は

適用されない。
 
４．２．１　一般原則

 　
　Ｕｍ点では伝達能力情報要素および（オプションで含まれる）低位レイヤ整合性情報要素の情報転送速度

フィールド（オクテット４）が 32kbit/s に設定されているため発ＰＩＮＸではこれを 64kbit/s に変換してＱ点

に送出する。
 

　一方、着ＰＩＮＸはＱ点から受信した信号情報を 64kbit/s から 32kbit/s に変換する。変換の際、着ＰＩＮＸ

は伝達能力情報要素または（オプションで含まれる）低位レイヤ整合性情報要素のユーザ情報レイヤ１プロト

コルフィールド（オクテット５）およびユーザ速度フィールド（オクテット５ａ）の内容により通信可能性の

確認を行い、不整合の場合は呼を切断すべきである。なお、低位レイヤ整合性情報要素に中間速度フィールド

（オクテット５ｂ）が含まれる場合はこの情報も通信可能性確認に使用できる。
 

４．２．２　追加規定
 
　Ｕｍ点において伝達能力情報要素または低位レイヤ整合性情報要素のユーザ情報レイヤ１プロトコルフィー

ルド（オクテット５）に“JT-V110/X.30/JT-I460”が明示されない場合、通信可能性確認が行えないことから

４．２．１節の規定に以下を追加する。

　Ｕｍ点で低位レイヤ整合性情報要素が存在しないか、あるいは低位レイヤ整合性情報要素のユーザ情報レイ

ヤ１プロトコルフィールド（オクテット５）に“JT-V110/X.30/JT-I460”以外が設定された場合、発ＰＩＮＸ

は伝達能力情報要素のユーザ情報レイヤ１プロトコルフィールド（オクテット５）に“JT-V110/X.30/JT-I46
0”、さらにユーザ速度フィールド（オクテット５ａ）に“32kbit/s 標準 JT-I460”を設定する。

　着ＰＩＮＸでは、このユーザ速度情報等で通信可能性を確認して、４．２．１節の変換処理を行う。Ｕｍ点

に対してはオクテット５、オクテット５ａを削除して送出する。
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付属資料Ａ（参考）
 

 コーディング例
 

Ａ．１　コーディング例　－ ＪＴ－Ｉ４６０の速度整合のケース －

ＪＴ－Ｉ４６０の速度整合（情報転送速度＝32kbit/s）の場合のコーディング例を以下に示す。

 付表Ａ－１－１／ ＪＪ－２０．７０　伝達能力情報要素

 
 （注）このケースでは本オクテットは省略不可である。

 
 付表Ａ－１－２／ ＪＪ－２０．７０　低位レイヤ整合性情報要素

 

　　(注)本情報要素は省略可能である。

ビット 8 7 6 5 4 3 2 1

0 0 0 0 0 1 0 0 オクテット１

情報要素識別子

0 0 0 0 0 1 0 0 オクテット２

情報要素長

1 0 0 0 1 0 0 0 オクテット３

拡張 TTC標準 非制限ディジタル情報

1 0 0 1 0 0 0 0 オクテット４

拡張 回線交換 ６４ｋｂｉｔ／ｓ

0 0 1 0 0 0 0 1 オクテット５（注）

拡張 ﾚｲﾔ1識別 TTC標準速度整合

(JT-V110/JT-X30/JT-I460)

1 0 0 0 1 1 0 0 オクテット５ａ（注）

拡張 同期 ３２ｋｂｉｔ／ｓ

ｲﾝﾊﾞ

ﾝﾄﾞ

交渉

不可

ビット 8 7 6 5 4 3 2 1

0 1 1 1 1 1 0 0 オクテット１

情報要素識別子

0 0 0 0 0 0 1 0 オクテット２

情報要素長

1 0 0 0 1 0 0 0 オクテット３

拡張 TTC標準 非制限ディジタル情報

1 0 0 1 0 0 0 0 オクテット４

拡張 回線交換 ６４ｋｂｉｔ／ｓ
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Ａ．２　コーディング例　－ ＪＴ－Ｖ１１０のケース －

ＪＴ－Ｖ１１０の場合のコーディング例を以下に示す。

 付表Ａ－２－１／ ＪＪ－２０．７０　伝達能力情報要素

　　(注)このケースではオクテット５以降は省略されるべきである。
 
 

 付表Ａ－２－２／ ＪＪ－２０．７０　低位レイヤ整合性情報要素

　　(注)このケースでは本情報要素およびオクテット５は省略不可である。

ビット 8 7 6 5 4 3 2 1

0 0 0 0 0 1 0 0 オクテット１

情報要素識別子

0 0 0 0 0 0 1 0 オクテット２

情報要素長

1 0 0 0 1 0 0 0 オクテット３

拡張 TTC標準 非制限ディジタル情報

1 0 0 1 0 0 0 0 オクテット４

拡張 回線交換 ６４ｋｂｉｔ／ｓ

ビット 8 7 6 5 4 3 2 1

0 1 1 1 1 1 0 0 オクテット１

情報要素識別子

0 0 0 0 0 1 0 1 オクテット２

情報要素長

1 0 0 0 1 0 0 0 オクテット３

拡張 TTC標準 非制限ディジタル情報

1 0 0 1 0 0 0 0 オクテット４

拡張 回線交換 ６４ｋｂｉｔ／ｓ

0 0 1 0 0 0 0 1 オクテット５

拡張 ﾚｲﾔ1識別 TTC標準速度整合

(JT-V110/JT-X30/JT-I460)

オクテット５ａ0
拡張

同期

／非

同期

ｲﾝﾊﾞ

ﾝﾄﾞ

交渉

ユーザ速度

（端末速度による

～19.2kbit/s）

1 1 送信 受信 送信 受信 0 オクテット５ｂ

中間速度 NIC NIC ﾌﾛｰ ﾌﾛｰ 予備

1
拡張

(32kbit/s) 制御 制御
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Ａ．３　コーディング例　－ 非制限ディジタル64kbit/s のケース －

非制限ディジタル64kbit/sの場合のコーディング例を以下に示す。

 
 
 
 

 付表Ａ－３－１／ ＪＪ－２０．７０　伝達能力情報要素

(注)このケースではオクテット５以降は省略されるべきである。
 
 

 付表Ａ－３－２／ ＪＪ－２０．７０　低位レイヤ整合性情報要素

(注)このケースでは本情報要素は省略可能である。また、オクテット５以降は端末に

より適宜設定される。

ビット 8 7 6 5 4 3 2 1

0 0 0 0 0 1 0 0 オクテット１

情報要素識別子

0 0 0 0 0 0 1 0 オクテット２

情報要素長

1 0 0 0 1 0 0 0 オクテット３

拡張 TTC標準 非制限ディジタル情報

1 0 0 1 0 0 0 0 オクテット４

拡張 回線交換 ６４ｋｂｉｔ／ｓ

ビット 8 7 6 5 4 3 2 1

0 1 1 1 1 1 0 0 オクテット１

情報要素識別子

× × × × × × × × オクテット２

情報要素長

1 0 0 0 1 0 0 0 オクテット３

拡張 TTC標準 非制限ディジタル情報

1 0 0 1 0 0 0 0 オクテット４

拡張 回線交換 ６４ｋｂｉｔ／ｓ

0 0 1 × × × × × オクテット５

：拡張 ﾚｲﾔ1識別 ユーザ情報レイヤ１

プロトコル
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付属資料Ｂ（規定）

速度整合方法

Ｂ．１　速度整合のためのインチャネル情報のマッピング

ＪＴ－Ｉ４６０ １．１節の速度整合規定を付表Ｂ－１／ ＪＪ－２０．７０に示す。

ＰＩＮＸではＵｍ点の32kbit/sの情報を表に示した法則に従い64kbit/sに変換する。

 
 付表Ｂ－１／ ＪＪ－２０．７０　速度整合則

 （表 1-1／ＪＴ－Ｉ４６０より抜粋）

　　注：ＰＩＮＸ間物理リンクにおけるタイムスロット上はビット位置の若番号順に送出される。

　　　　Ｕｍ点で最初に送出される順にB1～B4とする。
 
 

Ｂ．２　多重化のためのインチャネル情報のマッピング

ＪＴ－Ｉ４６０ ２．１節の多重化規定を付表Ｂ－２／ ＪＪ－２０．７０に示す。

ＰＩＮＸでは２個のＵｍ点における32kbit/sの情報を表に示した法則に従い64kbit/sに変換する。

 
 付表Ｂ－２／ ＪＪ－２０．７０　速度整合則

 （表２-１／ＪＴ－Ｉ４６０より抜粋）

注：ＰＩＮＸ間物理リンクにおけるタイムスロット上はビット位置の若番号順に送出される。

　　Ｕｍ点で最初に設定する32kbit/sチャネルに送出される順にB11～B14、２番目に設定する32kbit/s
チャネルに送出される順にB21～B24とする。

ビット位置情報転送速度

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

32kbit/s B1 B2 B3 B4 １ １ １ １

ビット位置情報転送速度

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

32kbit/s×２ B11 B12 B13 B14 B21 B22 B23 B24
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付属資料Ｃ（参考）

ＰＩＮＸにおける情報要素変換の概要

本付属資料で記述された内容は32kbit/sの非制限ディジタルモード通信を行う場合のＡＲＩＢ標準ＲＣＲ．

ＳＴＤ－２８付属資料ＡＨおよびＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１補遺　9章に記述された内容をＰＩＮＸ間に適用

したものである。64kbit/sの場合、情報要素変換は行わないため下記は適用されない。

Ｃ．１　ＪＴ－Ｉ４６０の速度整合のケース

非制限ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 非制限ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ

32kbit/s 64kbit/s

－ JT-V110/X.30/JT-I460

－ 32kbit/s(JT-I460)

Ｃ．２　ＪＴ－Ｖ１１０のケース

非制限ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 非制限ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ

32kbit/s 64kbit/s

－ －

－ －

非制限ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ 非制限ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ

32kbit/s 64kbit/s

JT-V110/X.30/JT-I460 JT-V110/X.30/JT-I460

端末速度 端末速度

JJ-20.70RCR.STD-28伝達能力情報要素

情報転送能力(3)
情報転送速度(4)

ﾕｰｻﾞ情報ﾚｲﾔ 1 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ(5)
ﾕｰｻﾞ速度(5a)

ＰＩＮＸ

Ｕｍ参照点
(32kbit/s)

Ｑ参照点
(64kbit/s)ＰＩＮＸ

自営ＣＳﾃﾞｰﾀ端末 ﾃﾞｰﾀ端末

異速度ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ網（ＰＨＳ等） 私設ＩＳＤＮ網

（ＰＩＳＮ）

公衆ＩＳＤＮ網

／公衆ＰＨＳ網

インタワーク

64kbit/s
32kbit/s

付図Ｃ－１／ＪＪ－２０．７０　ＪＴ－Ｉ４６０の速度整合のケース

端末速度端末速度

64kbit/s32kbit/s

JJ-20.70RCR.STD-28伝達能力情報要素
情報転送能力(3)
情報転送速度(4)

ﾕｰｻﾞ情報ﾚｲﾔ 1 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ(5)

ﾕｰｻﾞ速度(5a)
低位ﾚｲﾔ整合性情報要素

情報転送能力(3)
情報転送速度(4)

ＰＩＮＸ

Ｕｍ参照点
(32kbit/s)

Ｑ参照点
(64kbit/s)ＰＩＮＸ

自営ＣＳﾃﾞｰﾀ端末 ﾃﾞｰﾀ端末

異速度ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ網（ＰＨＳ等） 私設ＩＳＤＮ網

（ＰＩＳＮ）

公衆ＩＳＤＮ網

／公衆ＰＨＳ網

インタワーク

ﾕｰｻﾞ情報ﾚｲﾔ 1 ﾌﾟﾛﾄｺﾙ(5)

ﾕｰｻﾞ速度(5a)

付図Ｃ－２／ＪＪ－２０．７０　ＪＴ－Ｖ１１０のケース



第１版　執筆作成協力者（平成９年９月現在）　　　（敬称略）

　　　　（JJ-20.70制定）

第三部門委員会

部門委員長　　飯島　裕雄 日本電気㈱

副部門委員長　吉田　慎一郎 日本電信電話㈱

副部門委員長　森　淳 沖電気工業㈱

　　　　　　　佐山　俊哉 国際電信電話㈱

　　　　　　　大貫　雅史 NTT移動通信網㈱

　　　　　　　鈴木　一道 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ通信㈱

　　　　　　　牟田　総男 岩崎通信機㈱

　　　　　　　勝川　保 住友電気工業㈱

　　　　　　　酒井　一郎 日本ｱｲ･ﾋﾞｰｴﾑ㈱

　　　　　　　青山　滋 三菱電機㈱

　　　　　　　菱田　洋至 ㈱リコー

蟻川　義男 東京電力㈱

中村　寿博 日本情報通信ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

小川　研一 富士通㈱

中山　文信 ㈱東芝

森田　隆士 ㈱日立製作所

久保　輝幸 日本電信電話㈱

小林　信之 三菱電機㈱

第三部門委員会第一専門委員会

専門委員長 小川　研一 富士通㈱

副専門委員長 中山　文信 ㈱東芝

柴田　邦弘 東京通信ネットワーク㈱ 白川　雅一 ㈱東芝

白井　敏弘 日本高速通信㈱ 酒井　一郎 日本アイ・ビー・エム㈱

前田　斉 日本電信電話㈱ 藤岡　雅人 日本電気㈱

廣野　正彦 NTT移動通信網㈱ 大井　真実 日本無線㈱

北川　博章 大阪ﾒﾃﾞｨｱﾎﾟｰﾄ㈱ 田中　一寿 ㈱日立製作所

三木　英輔 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ中央ﾊﾟｰｿﾅﾙ通信網㈱ 和田　康雄 ㈱日立テレコムテクノロジー

清原　隆司 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ通信㈱ 丸山　浩 富士通㈱

柳田　清 アンリツ㈱　　　　 佐藤　光伸 松下通信工業㈱

速水　均 岩崎通信機㈱　　　　　　 松山　浩司 三菱電機㈱

大倉　昇 沖電気工業㈱　　　　　　　 山本　祐治 明星電気㈱

髙橋　昇 国際電気㈱ 本田　行雄 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｿﾌﾄｳｪｱ㈱

日比野　悟 三洋電機㈱　　　　　　　 山田　甫 ㈱デンソー

林　弘章 シャープ㈱　　　　　　　　 山下　祐司 東京電力㈱

松田　哲史 住友電気工業㈱　　　　　　 池田　豊 日本情報通信ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

〔JJ-20.70の制定　検討グループ〕

リーダ 白川　雅一 ㈱東芝

サブリーダ 水口　学 日本電気㈱

渡辺　正晴 日本電信電話㈱ 橘　透 富士通㈱　　　 

伊賀崎　隆文 沖電気工業㈱ 近江　賢治 松下通信工業㈱ 

石井　俊浩 ㈱日立製作所 寺島　浩二 三菱電機㈱　　 

森　清隆 ㈱日立テレコムテクノロジー 宍戸　勝 東京電力㈱

事務局： 元吉　茂 （第三技術部）



第２版　執筆作成協力者（１９９８年１月現在）　　　（敬称略）

　　　　（JJ-20.70 改版）

第三部門委員会

部門委員長　　飯島　裕雄 日本電気㈱

副部門委員長　吉田　慎一郎 日本電信電話㈱

副部門委員長　森　淳 沖電気工業㈱

　　　　　　　田中　寛 国際電信電話㈱

　　　　　　　大貫　雅史 NTT移動通信網㈱

　　　　　　　鈴木　一道 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ通信㈱

　　　　　　　牟田　総男 岩崎通信機㈱

　　　　　　　勝川　保　 住友電気工業㈱

　　　　　　　酒井　一郎 日本ｱｲ･ﾋﾞｰｴﾑ㈱

　　　　　　　青山　滋 三菱電機㈱

　　　　　　　井坂　章　　 ㈱リコー

　　蟻川　義男 　東京電力㈱

　　中村　寿博 　日本情報通信ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

　　小川　研一　　 WG3-1委員長・富士通㈱

　　中山　文信　　 WG3-1副委員長・㈱東芝

　　森田　隆士　　 WG3-2委員長・㈱日立製作所

　　久保　輝幸 　　 WG3-2副委員長・日本電信電話㈱

　　小林　信之 　　 WG3-2副委員長・三菱電機㈱

第三部門委員会　第一専門委員会

専門委員長 小川　研一 富士通㈱

副専門委員長 中山　文信 ㈱東芝

柴田　邦弘 東京通信ネットワーク㈱ 白川　雅一 ㈱東芝

白井　敏弘 日本高速通信㈱ 酒井　一郎 日本アイ・ビー・エム㈱

前田　斉 日本電信電話㈱ 藤岡　雅人 日本電気㈱

西岡　幸一　 NTT移動通信網㈱ 大井　真実 日本無線㈱

北川　博章 大阪ﾒﾃﾞｨｱﾎﾟｰﾄ㈱ 田中　一寿 ㈱日立製作所

三木　英輔 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ中央ﾊﾟｰｿﾅﾙ通信網㈱ 和田　康雄 ㈱日立テレコムテクノロジー

清原　隆司 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ通信㈱ 丸山　浩 富士通㈱

柳田　清 アンリツ㈱　　　　 佐藤　光伸 松下通信工業㈱

速水　均 岩崎通信機㈱　　　　　　 松山　浩司 三菱電機㈱

大倉　昇 沖電気工業㈱　　　　　　　 山本　祐治 明星電気㈱

髙橋　昇 国際電気㈱ 本田　行雄 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｿﾌﾄｳｪｱ㈱

日比野　悟 三洋電機㈱　　　　　　　 山田　甫 ㈱デンソー

林　弘章 シャープ㈱　　　　　　　　 山下　祐司　　 東京電力㈱

松田　哲史 住友電気工業㈱　　　　　　 池田　豊 日本情報通信ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

〔JJ-20.70の改版　検討グループ〕

リーダ 白川　雅一 ㈱東芝

サブリーダ 水口　学 日本電気㈱

渡辺　正晴 日本電信電話㈱ 橘　透 富士通㈱　　　 

伊賀崎　隆文 沖電気工業㈱ 中西　均 松下通信工業㈱ 

石井　俊浩 ㈱日立製作所 寺島　浩二 三菱電機㈱　　 

森　清隆 ㈱日立テレコムテクノロジー 宍戸　勝 東京電力㈱

事務局： 元吉　茂 （第三技術部）



第３版　執筆作成協力者（１９９９年９月現在）　　　（敬称略）

　　　　　 （JJ-20.70 改版）

第三部門委員会

部門委員長　　飯島　裕雄 日本電気㈱

副部門委員長　小澤　和幸 NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱

副部門委員長　山岡　一仁 沖電気工業㈱

　　　　　　　川内　晴雄 ｹｲ･ﾃﾞｨ･ﾃﾞｨ㈱

　　　　　　　山階　正樹 NTT移動通信網㈱

　　　　　　　森　文男 ㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ

　　　　　　　牟田　総男 岩崎通信機㈱

　　　　　　　勝川　保　 住友電気工業㈱

　　　　　　　酒井　一郎 日本ｱｲ･ﾋﾞｰｴﾑ㈱

　　　　　　　井坂　章　 ㈱リコー

　　蟻川　義男 　東京電力㈱

　　中村　寿博 　日本情報通信ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

　　古賀　得二　  WG3-1委員長・富士通㈱

　　中山　文信　　 WG3-1副委員長・㈱東芝

　　森田　隆士　　 WG3-2委員長・㈱日立製作所

　　久保　輝幸　　 WG3-2副委員長・NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱

　　小林　信之　　 WG3-2副委員長・三菱電機㈱

第三部門委員会　第一専門委員会

専門委員長 古賀　得二 富士通㈱

副専門委員長 中山　文信 ㈱東芝

白井　敏弘 ｹｲ･ﾃﾞｨ･ﾃﾞｨ㈱

示野　隆 西日本電信電話㈱ 小山　和彦 日本電気㈱

松本　重典　 ㈱ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ﾃﾞｰﾀ 山本　尚宏 日本無線㈱

柳田　清 アンリツ㈱ 田中　一寿 ㈱日立製作所

速水　均 岩崎通信機㈱ 和田　康雄 ㈱日立テレコムテクノロジー

菊地　益己 沖電気工業㈱ 丸山　浩 富士通㈱

横川　英二 国際電気㈱ 佐藤　光伸 松下通信工業㈱

日比野　悟 三洋電機㈱ 松山　浩司 三菱電機㈱　　　　

林　弘章 シャープ㈱　　　　　　　　 山本　祐治 明星電気㈱　　　　　　

真野　広 ㈱東芝 本田　行雄 ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨ･ｿﾌﾄｳｪｱ㈱

酒井　一郎 日本アイ・ビー・エム㈱ 山田　甫 ㈱デンソー　　

沼田　幸喜 日本ﾙｰｾﾝﾄ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱ 島岡　芳隆 東京電力㈱

〔JJ-20.70 の改版　検討グループ〕

リーダー 真野　広 ㈱東芝

サブリーダー 水口　学 日本電気㈱

渡辺　正晴 東日本電信電話㈱ 川畑　哲 富士通㈱　　　 

伊賀崎　隆文 沖電気工業㈱ 中西　均 松下通信工業㈱ 

福宮　誠道 ㈱日立製作所 寺島　浩二 三菱電機㈱　　 

森　清隆 ㈱日立テレコムテクノロジー

事務局： 元吉　茂 （第三技術部）


	　　



